














であるEDINET（Electronic Disclosure for Investors’ Network）では、2008年2月に「EDINET
タクソノミ（2008-02-01 版）」が公開された。提出者は EDINET タクソノミを使用し、





















































コンテキスト情報と対応する 12. periodType に注目する。当該属性を用いて、個々の勘定
科目がストック（Instant）またはフロー（Duration）を判別することができる。
表 1　勘定科目一覧における項目例
1．科目分類 A 9．要素名 LossOnDisasterEL
2．標準ラベル（日本語） 災害による損失 10．type xbrli:monetaryItemType
3．冗長ラベル（日本語） 災害による損失、特別損失 11．substitutionGroup xbrli:item
4．標準ラベル（英語） Loss on disaster 12．periodType duration



















と期間（duration）の指定も必要である。表 2 の 2 行目はコンテキスト情報部分の記述例で
ある。測定対象が「X99001」（5）である企業の今年度の決算期間が「2017 年 4 月 1 日から
2018 年 3 月 31 日まで」の期間であることを示している。さらに、データ部分において、同




















と定義している。また、HIMSS（7）（2019）は相互運用性を 4 階層に分けた。そのうち、第 2
階層と第 3 階層がデータ基準の設定にフォーカスしている（8）。第 2 階層の構造的（structural）
───────────
（6） Institute of Electrical and Electronics Engineersの略であり、電気通信分野の国際的な専門家組織である。
（7） Healthcare Information and Management Systems Society の略であり、医療情報管理分野の国際学会で
ある。
（8） それに対して、第 1 階層の基本的相互運用性（Foundational interoperability）は異なるシステム間が接











<jppfs_cor:NetSales contextRef="CurrentYearDuration" unitRef="JPY" decimals="-6">323609000000
</jppfs_cor:NetSales>
<jppfs_cor:NetSales id="IdFact946827267" contextRef="CurrentYearDuration_NonConsolidatedMember" 
unitRef="JPY" decimals="-6">210346000000</jppfs_cor:NetSales>

































加 え て、Hopkins（1996）、Hirst and Hopkins（1998）、Maines and McDaniel（2000）、
Frederickson, Hodge, and Pratt （2006）、Bloomfield et al. （2015） 等の一連の実験研究は財
───────────
（9） 詳細については、4.1 先行研究の項で説明する。




　Libby and Emett （2014） は、表示効果の起因を開示の詳細さ（disaggregation）、勘定科




指す。Bloomfield et al. （2015） は、一体性（cohesive）のない分類方法での詳細な情報開示は、
アナリストの情報に対する正確な理解を妨害するという実験結果を提示した。また、Elliott 

































































業による提出物で測定または実証分析を行った、Caylor et al. （2018）、Zhu and Wu （2014）、














科目の「一次データ」を大量に処理できるようになったことを受けて、Zhu and Wu （2014）
はデータ基準の質を、相互運用性を含める 4 つの側面（15）から評価するフレームワークを提
示し、米国における XBRL 適用企業の提出物を用いて US-GAAP タクソノミの質を測定し
た。そこでは、相互運用性を測定するために式（1）を使用した。Ui1 は企業 i1 のある決算
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　しかし、Zhu and Wu （2014） は評価フレームワークを提示することにとどまり、測定結
果に対する考察や、その経済的帰結が提示されていなかった。そこで、Henry et al. （2018） 
は財務諸表の構造的比較可能性（structural comparability）という概念を提起し、Zhu and 
Wu （2014） の測定方法で企業ごとの構造的比較可能性を計算した。さらに、De Franco et 
al. （2011）において示された、利益の比較可能性がアナリストカバレッジ、アナリスト予測
の正確性とその分散と有意に相関していることに対して、財務諸表の構造的比較可能性は上
記の関係の媒介となっていることを示した。また、Hoitash et al. （2018） はインプットベー















表や損益計算書の勘定科目は異なる性質を有することがすでに Hoitash et al. （2018） で示唆






















る。上述した Zhu and Wu （2014） が採用した式（1）と Hoitash et al. （2018） が採用した
Jaccard 係数のほかにも、集合間の類似度を測定するためのその他の方法（付録 A）も存在
する。しかし、これまでの測定方法においては、集合 Ui1 または Ui2 のいずれかを測定対象
























（17） 付録 A の表 11 と 12 において、数値例で本研究が提案した式と Zhu and Wu （2014） または Jaccard 係
数等を使用した場合の測定との区別を示している。





















るために、2017 年 3 月期と 2018 年 3 月期の有価証券報告書インスタンスが取得可能な上
場企業をサンプルとした。なお、調査と測定に極端な値を生じさせることを回避するために、
勘定科目の数が 10 個以下または同業他社が 5 社以下のサンプルを除外している。
5．勘定科目の実態調査と相互運用性の測定結果
5.1　連結財務諸表における勘定科目の実態調査と相互運用性の測定（2018年 3月期）










項目の拡張が 1 つ以下であり、3 つ以上がフロー項目である。また、拡張項目の平均割合
（2.418%）が全体の 3% 未満であることは、2018 年 3 月期において、タクソノミが定義した
標準項目で企業の勘定科目に対する使用需要の 97％以上が充足されていることを意味する。




最小 Q1 Q2 Q3 最大
項目数 INS 61.221 7.956 30.000 56.000 61.000 66.000 103.000
項目数 DUR 91.016 13.482 54.000 82.000 90.000 99.000 182.000
項目数 Both 152.237 18.891 92.000 140.000 151.500 164.000 241.000
拡張項目数 INS 0.794 1.381 0.000 0.000 0.000 1.000 15.000
拡張項目数 DUR 3.033 3.007 0.000 1.000 2.000 4.000 22.000
拡張項目数 Both 3.827 3.774 0.000 1.000 3.000 5.000 31.000
拡張項目率 INS 1.230 2.064 0.000 0.000 0.000 1.724 23.438
拡張項目率 DUR 3.194 2.950 0.000 1.124 2.454 4.587 21.429
拡張項目率 Both 2.418 2.248 0.000 0.709 1.875 3.472 20.395
（項目数、拡張項目数の単位が個であり、拡張項目率はパーセンテージで表示している。）


















値の差異が著しい。両者について t 検定と Wilcoxon 検定を行った結果も統計的に強く有意
である。したがって、同業種内企業は財務諸表情報の相互運用性が高く、勘定科目が共通し
ていることが示唆される。





最小 Q1 Q2 Q3 最大 t 検定
Wilcoxon
検定
同業種最大値 INS 89.598 6.203 41.748 86.364 90.741 93.939 100.000 <0.1% <0.1%
同業種最大値 DUR 79.072 6.820 39.450 75.050 79.221 83.333 100.000 <0.1% <0.1%
同業種最大値 Both 81.493 6.000 43.125 77.991 81.765 85.231 98.529 <0.1% <0.1%
同業種中央値 INS 75.572 7.394 33.010 71.212 76.317 80.435 95.122 <0.1% <0.1%
同業種中央値 DUR 66.783 7.659 29.921 62.170 66.667 70.930 93.617 <0.1% <0.1%
同業種中央値 Both 70.307 6.919 32.609 65.972 70.513 74.479 93.382 <0.1% <0.1%
同業種最小値 INS 55.412 10.467 20.388 49.123 56.923 62.737 82.353 <0.1% <0.1%
同業種最小値 DUR 50.785 8.274 18.110 45.048 50.568 56.322 77.108 <0.1% <0.1%






最小 Q1 Q2 Q3 最大
他業種最大値 INS 85.357 10.408 39.806 82.143 87.966 92.063 100.000
他業種最大値 DUR 75.095 9.795 21.978 71.717 76.623 81.111 96.364
他業種最大値 Both 77.421 9.510 26.971 74.825 79.231 83.099 95.050
他業種中央値 INS 70.326 9.169 33.010 67.273 72.095 75.862 90.196
他業種中央値 DUR 62.562 8.920 20.330 59.194 63.936 68.082 81.818
他業種中央値 Both 65.699 8.647 24.481 63.087 67.296 70.803 83.168
他業種最小値 INS 33.969 6.364 14.563 30.000 32.759 36.364 72.000
他業種最小値 DUR 36.338 6.007 16.084 32.990 36.047 39.362 66.667
他業種最小値 Both 35.561 5.725 18.721 32.335 35.036 37.886 71.875
（相互運用性の値はパーセンテージで表示している。）
5.2　親会社単体財務諸表と連結財務諸表の比較（勘定科目の使用と相互運用性）






















（21） 表 3 で示した結果である。
（22） サンプル（1906 社）の中で、すべてのインスタンスに「ConsolidatedStatementOfCashFlowsTextBlock」
（連結キャッシュフロー計算書の XBRL タグ）が存在するが、「StatementOfCashFlowsTextBlock」（単
体キャッシュフロー計算書の XBRL タグ）が存在する企業は 0 社であった。





最小 Q1 Q2 Q3 最大 t 検定
Wilcoxon
検定
項目数 INS 68.357 13.013 26.000 61.000 69.000 76.000 114.000 <0.1% <0.1%
項目数 DUR 40.261 9.754 16.000 34.000 38.000 45.000 78.000 <0.1% <0.1%
項目数 Both 108.618 21.003 46.000 96.000 107.000 120.000 183.000 <0.1% <0.1%
拡張項目数 INS 0.867 1.406 0.000 0.000 0.000 1.000 16.000 <5% <1%
拡張項目数 DUR 1.667 2.228 0.000 0.000 1.000 2.000 25.000 <0.1% <0.1%
拡張項目数 Both 2.534 2.968 0.000 1.000 2.000 3.000 34.000 <0.1% <0.1%
拡張項目率 INS 1.205 1.849 0.000 0.000 0.000 1.688 22.727
拡張項目率 DUR 3.935 4.753 0.000 0.000 2.778 5.714 37.838 <0.1% <0.1%







最小 Q1 Q2 Q3 最大
INS 62.899 9.254 30.769 57.353 62.903 68.558 93.478
DUR 82.195 12.851 30.303 75.000 85.366 91.667 100.000


























最小 Q1 Q2 Q3 最大 t 検定
Wilcoxon
検定
同業種最大値 INS 87.689 5.532 29.487 84.385 88.060 91.525 100.000 <0.1% <0.1%
同業種最大値 DUR 79.574 9.181 16.923 74.286 80.000 85.714 100.000 <1% <0.1%
同業種最大値 Both 82.423 6.128 23.776 78.788 82.743 86.312 98.601 <0.1% <0.1%
同業種中央値 INS 73.550 7.954 25.641 69.231 74.510 79.104 93.056 <0.1% <0.1%
同業種中央値 DUR 64.058 10.990 15.385 57.576 64.865 71.429 93.878 <0.1% <0.1%
同業種中央値 Both 69.823 8.385 20.979 65.455 70.909 75.238 91.935 <1%
同業種最小値 INS 44.083 10.724 12.844 37.500 43.137 50.769 81.250 <0.1% <0.1%
同業種最小値 DUR 38.313 9.748 12.308 32.500 38.235 44.118 76.923 <0.1% <0.1%









　2018 年 3 月期インスタンスの中で、前決算期（Prior1Year）の 2017 年 3 月期と当決算
期（CurrentYear）の 2018 年 3 月期の財務諸表が開示されるが、両者における勘定科目必
ずしも同様とは限らない。表 7 のパネル A は、2018 年 3 月期インスタンスにおける 2017
年 3 月期連結財務諸表の勘定科目に対する調査結果（25）である。右側からの 2 列は、同イン
スタンスの中で 2018 年 3 月期の連結財務諸表における勘定科目数（26）との差に対して統計的
検定を行った結果である。ストック拡張項目のみについて、有意水準が高い検定結果が得ら
れた。差が負である（0.749 ＜ 0.794）ため、すなわち、同一インスタンスにおいて 2018 年
3 月期の連結財務諸表におけるストック拡張項目のほうが多かった。




（26） 表 3 で使用したサンプルから 2018 年 3 月期インスタンスに 2017 年 3 月期の財務諸表が取得できない
企業を除いた。削除された企業数が 1906 － 1895 ＝ 11 社であり、それを除くことによって 2018 年 3
月期の財務諸表についての調査結果は表 3 とほぼ変わっていない。
（27） 式（2）の分子が 2018 年 3 月期インスタンスにおける 2017 年 3 月期決算期と 2018 年 3 月期決算期の
財務諸表が共通している勘定科目の数であり、分母が 2017 年 3 月期決算期の財務諸表における勘定科
目の数である。





最小 Q1 Q2 Q3 最大 t 検定
Wilcoxon
検定
項目数 INS 61.228 7.932 33.000 56.000 61.000 66.000 103.000
項目数 DUR 91.260 13.556 51.000 83.000 90.000 99.000 169.000 <10%
項目数 Both 152.488 18.923 86.000 141.000 152.000 165.000 228.000 <10%
拡張項目数 INS 0.749 1.337 0.000 0.000 0.000 1.000 15.000 <0.1% <0.1%
拡張項目数 DUR 3.011 3.107 0.000 1.000 2.000 4.000 31.000
拡張項目数 Both 3.759 3.804 0.000 1.000 3.000 5.000 32.000 <10% <10%
拡張項目率 INS 1.161 2.000 0.000 0.000 0.000 1.695 23.077 <0.1% <0.1%
拡張項目率 DUR 3.165 3.009 0.000 1.111 2.410 4.545 23.364







最小 Q1 Q2 Q3 最大
INS 98.566 1.987 75.385 98.148 98.630 100.000 100.000
DUR 93.179 4.182 73.333 90.797 93.750 96.250 100.000




最も高い。さらに、第 3 四分位が 100% となっているため、25% 以上の企業は 2018 年 3 月
期のインスタンスにおいて、2017 年 3 月期の連結財務諸表で使用したストック項目を 2018
年 3 月期の連結財務諸表にも使用した。フローの項目について、第 3 四分位数が 96.250%
である。表 7 では示されていないが、100% である企業の数が 1,895 社の中で 58 社しかない。
すなわち、2017 年 3 月期の連結財務諸表で使用したフロー項目をすべて 2018 年 3 月期の
財務諸表に使用した企業はサンプルのわずか 3% 程度である。
　また、同一決算期の財務諸表について、当決算期のインスタンスあるいは前決算期として
来年度のインスタンスに使用する勘定科目が異なる場合もある。表 8 のパネル A は、2017
年 3 月期インスタンスの中で、2017 年 3 月期の連結財務諸表における勘定科目の使用に対
する調査結果である。右側からの 2 列は、2018 年 3 月期インスタンスにおける 2017 年 3
月期連結財務諸表における勘定科目数（28）との差に対して統計的検定を行った結果である。
項目数について、2017 年 3 月期インスタンスにおけるストックとフロー項目の両方も、
2018 年 3 月期のインスタンスより有意に少ない。拡張項目数について、フロー項目のみ有
意であるが、同様な傾向が得られた。すなわち、2018 年 3 月期インスタンスの中で、2017
年 3 月期の連結財務諸表における勘定科目が 2017 年 3 月期インスタンスの中より多いこと
───────────
（28） 表 7 のパネル A で示した結果である。





最小 Q1 Q2 Q3 最大 t 検定
Wilcoxon
検定
項目数 INS 61.149 7.930 34.000 56.000 61.000 66.500 103.000 <0.1% <0.1%
項目数 DUR 91.199 13.591 51.000 82.000 91.000 99.000 168.000 <10% <1%
項目数 Both 152.349 18.968 90.000 140.000 152.000 165.000 227.000 <0.1% <0.1%
拡張項目数 INS 0.745 1.330 0.000 0.000 0.000 1.000 14.000
拡張項目数 DUR 2.984 3.089 0.000 1.000 2.000 4.000 29.000 <5% <1%
拡張項目数 Both 3.729 3.782 0.000 1.000 3.000 5.000 31.000 <1% <1%
拡張項目率 INS 1.159 1.993 0.000 0.000 0.000 1.681 21.538 <10%
拡張項目率 DUR 3.139 3.000 0.000 1.111 2.381 4.598 22.857 <5%
拡張項目率 Both 2.358 2.245 0.000 0.709 1.786 3.384 19.745 <5%
（項目数、拡張項目数の単位が個であり、拡張項目率はパーセンテージで表示している。統計的検定の結果は有意水準
で表示している。）




最小 Q1 Q2 Q3 最大
INS 99.653 1.197 84.286 100.000 100.000 100.000 100.000
DUR 99.187 1.500 84.444 98.864 100.000 100.000 100.000





　パネル B は、2017 年 3 月期インスタンスの当決算期と 2018 年 3 月期の前決算期の連結
財務諸表に使用した勘定科目の相互運用性の測定結果である（29）。四分位数からみれば、半
分以上の企業は 2017 年 3 月期のインスタンスに使用した勘定科目を 2018 年 3 月期インス
タンスにも使用していることがわかった。パネル A の結果とあわせて、2018 年 3 月期イン
























（29） 式（2）の分子が 2017 年 3 月期インスタンスにおける 2017 年 3 月期財務諸表と 2018 年 3 月期インス
タンスにおける 2017 年 3 月期財務諸表が共通している勘定科目の数であり、2017 年 3 月期インスタ
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企業 1 企業 2 重複
売上高 ○ ○ ○
売上原価 ○ ○ ○











その他 ○ ○ ○
営業外費用合計 ○ ○ ○
経常利益 ○ ○ ○
投資有価証券評価損 ○
固定資産処分損 ○
特別損失合計 ○ ○ ○
税金等調整前当期純利益 ○ ○ ○
法人税等 ○ ○ ○
当期純利益 ○ ○ ○
親会社株主に帰属する当期純利益 ○ ○ ○
有効な項目数 18 19 12
（○が有効な項目を意味している。）
表 11　本論文が提案する測定対象をいずれの集合にする測定式の計算例
























採用する。上記の例において、企業 1 が開示している 18 個の項目のうち、12 個が企業 2 と
共通し、その割合が 0.667（12 ÷ 18）である。企業 2 が開示している 19 個の項目のうち、
12 個が企業 1 と共通しているが、その割合が 0.632（12 ÷ 19）である。もし、13 個の項目





　以下の表 13 は、本研究が提案した計算式と Jaccard 係数との差異を示している。Ui1、
Ui2、Ui3 はそれぞれ 10 個、50 個、18 個の要素を持つ集合である。そして、Ui1 と Ui2 の要素
表 12　そのたの測定式の計算例






































18 19 12+ − ( )
12
18 19 / 2+ { }
12
Min 18,19
計算結果 0.649 0.48 0.649 0.667
表 13　式（2）と Jaccard 係数の測定差異
パネル A　Ui1（項目数：10）の測定結果
Ui2 との比較 Ui3 との比較
重複個数 9 ＞ 8
式（2）の計算結果 0.900 ＞ 0.800
Jaccard 係数の計算結果 0.176 ＜ 0.400
パネル B　Ui2（項目数：50）の測定結果
Ui1 との比較 Ui3 との比較
重複個数 9 ＜ 10
式（2）の計算結果 0.180 ＜ 0.200
Jaccard 係数の計算結果 0.176 ＞ 0.172
パネル C　Ui3（項目数：18）の測定結果
Ui2 との比較 Ui3 との比較
重複個数 8 ＜ 10
式（2）の計算結果 0.444 ＜ 0.556
Jaccard 係数の計算結果 0.400 ＞ 0.172
XBRL を用いた財務諸表情報における相互運用性の測定
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が重複している個数が 9 であり、Ui1 と Ui3 の要素が重複している個数が 8 であり、Ui2 と
Ui3 の要素が重複している個数が 10 である。式（2）と Jaccard 係数の計算式に代入すると、
測定値の順番が矛盾し、共通している要素数が多い（少ない）集合との Jaccard 係数が低く
（高く）なっている。その原因は、値は差集合の要素数に影響されているためである。本研
究が提案した式は、測定対象を特定の集合としているため、差集合の影響を受けず、特定の
集合にとって共通している要素数が多いペア集合を判別できる。
